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2023 年 7 月 

フェアコンサルティンググループは、世界 18 カ国/地域・32 のグローバル拠点を、提携ではなくフェアコンサルティングの

直営拠点として展開しています。そのうち、東南アジア・インド・オセアニア各国の情報を本ニュースレターにてお届けします。

現地の情報収集目的などにご活用ください。 

今月の掲載国は、以下のとおりです。（五十音順。国名をクリックすれば該当ページへ飛びます。） 

インド、インドネシア、オーストラリア、シンガポール、タイ、ニュージーランド、フィリピン、ベトナム、マレーシア 

 

 インド   

Haryana 州労働福祉基金（LWF/Labour Welfare Fund）への負担率改正について 

Haryana 労働福祉委員会は、LWF への負担率の改定を行いました。この改定は 2023 年 1 月 1 日より適用さ

れ、2023 年 6 月 27 日付の通達番号 HLWB/REV/2023/2983-88 により通達されました。この改定により各従

業員は毎月給与総額の 0.2％を LWF に拠出する必要があります。2022 年 12 月 31 日まで有効であった従来の

上限は 25 ルピーから若干引き上げられ 31 ルピーとなりました。被雇用者の拠出に加え雇用主も被雇用者の拠出額

の 2 倍を LWF に拠出する必要があり、従業員を 10 人以上雇用する全事業所が対象となっています。従業員が最大

31 ルピーを拠出する場合、雇用主は 62 ルピーを拠出し、合計毎月 93 ルピーを拠出することとなります。改正規則に

は拠出限度額を消費者物価指数に毎年連動させる規定も含まれています。すなわち拠出限度額は毎年のインフレと

生活費の変動を考慮して調整されることになります。 

 

拠出金自体は少額ですが、対応しなければペナルティーや利息も適用されることになりますので注意が必要です。拠

出金は毎月支払いが発生し、通常のケースでは月末が支払期限となります。また登録、申告、支払いはオンライン上で

行います。 

 

そもそも LWF はインドの各州当局が管理する法定拠出金で、労働環境を改善し、社会保障を提供し、労働者の

生活水準を向上させることを目的としています。LWF は州議会で制定されており、雇用者と被雇用者の両者からの拠

出金によって賄われますが、納付率、拠出頻度等は各州の規定により異なります。LWF で集められた資金は労働者

子弟のための教育施設、医療施設、通勤のための交通施設、レクリエーション施設、住宅施設、職業訓練など、さまざ

まな目的に利用されており、社会保障を提供し、労働者の生活水準を向上させる上で重要な役割を果たしています。 

 

罰則を回避するためにはこれらの変更点を理解し、コンプライアンスを徹底することが極めて重要となり今後行われる

改正等にも対応することが必要となります。 
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Fair Consulting India Pvt. Ltd. 

Unit No.138, 139 & 140 , 1st Floor, JMD Mega Polis, Sector 48, Sohna Road, Gurgaon, 

Haryana 122-002 INDIA  

Tel：+91 124 410 2637 

岩瀬 雄一（日本国公認会計士）y.iwase@faircongrp.com  

今井 芙紗子（コンサルタント）fu.imai@faircongrp.com  

 

 インドネシア    

1. 経済法令 

現物給付に関する最新税務 『PMK 2023 年 第 66 号』 

『現物給付（BIK）』とは、贈り物のような物品や交通、医療、宿泊のような特権的な利益として与えられる現金に

代替する報酬である。当該報酬の提供は、雇用関係や納税者のサービス取引に関連して提供される。 

財務省規則第 66 号/PMK.03/2023（PMK 66）により、法律第 7 号 2021（税制調和に関する法律）と政

府規則第 55 号 2022 とを組み合わせた実施規則に基づき、所得税（PPh）の現物給付の取り扱いが変更され、

受領者（実益所有者）に対して課税所得として取り扱われることとなった。 

雇用主にとって、現物給付の提供の目的が、会社の本事業を実行するための場合、雇用主は法人所得税の対象

額を申告する際、費用として計算できる（損金算入）。 

2022 年中の現物給付の提供は PPh の対象から除外され、2023 年から適用される。源泉徴収義務者である雇

用主は、2023 年 7 月 1 日から PPh を徴収する義務がある。受領者（従業員）が 2023 年 1 月 1 日から 6 月

末までに享受した、雇用主によって PPh が徴収されていない現物給付は、個人所得税申告（SPT PPh 1770）に

て報告され、対応する PPh を納税する必要がある。 

現物給付の税制上の取り扱いの例外は以下の通りである： 

a) 全従業員向けの食事や飲み物、食材。 

b) 特定の地域で提供されるもの。 

c) 雇用主が事業を実行できるために、提供しなければならないもの。 

d) 国家予算（APBN）、地方予算（APBD）、村予算（APBDes）、または特定の種類や限度のもの。 

さらに、最新の財務省規則（PMK 66）によって、上記のポイント『a』、『b』、及び『c』を実行するため、以下の通り、

いくつかの条件および適切な額が調整される。 

• 出張中の従業員に飲食を提供する場合、食事券や立替処理を提供するには、最大額は従業員 1 人当たり

月額の２百万ルピアまで。 

mailto:y.iwase@faircongrp.com
mailto:fu.imai@faircongrp.com
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• 安全性、健康性を確保するため提供される物品。（例：警備員や製造スタッフの制服、安全装備、従業員

の交通、船舶、航空機、または同様の乗組員の宿泊、そしてパンデミック対応のワクチンや COVID-19 の検

査）。 

• 全従業員が享受する宗教の祝日の贈り物（例：イスラム教の祝日「イドゥル・フィトリ」やクリスマス）。宗教の

祝日の贈り物ではない場合は、年間総額が従業員 1 人当たり 300 万ルピアを超えない場合、課税対象外

になる。 

• 従業員の業務を支援するための仕事の機器や施設（例：パソコン、電話、およびインターネット接続パケッ

ト）。 

• 全従業員のための事故による治療、仕事関連の病気、緊急救命、または仕事による事故や仕事関連の病

気による、治療施設から高度な治療を受けた時の治療費。 

• ゴルフ、競馬、モーターボートレース、モータースポーツ以外の雇用主が提供するスポーツ施設。最大額は従業

員 1 人当たり年間で 150 万ルピアまで。 

• 共同利用される共同住宅施設（例：会社寮）。 

• 居住提供の施設（例：アパートや家）。従業員 1 人当たり月額の 200 万ルピアまで課税対象外。 

• 従業員向けの車両利用の提供。会社の株式を所有していない従業員かつ、過去 12 ヶ月の間に雇用主から

の平均総所得が 1 人当たり年間 1 億ルピア以下の従業員にのみ適用される。 

• 雇用主が支払った年金基金の負担額。 

（OJK（金融サービス庁）によって認定された年金基金を運用する機関にのみ適用される。） 

• 宗教的な行為のみを目的とした場所の提供（例：祈りの部屋、モスク、礼拝堂、寺院）。 

 

2. 経済・社会ニュース 

【Bappebti は仮想通貨取引所の設立を正式に決定】  

インドネシア商品先物取引監視機構（Bappebti）は仮想通貨取引所の設立を正式に決定した。取引所、清算機

関、および仮想通貨資産の預託管理者の設立は、公正かつ透明な仮想通貨取引のエコシステムを創出する。この取り

組みにより、法的確実性を提供し、顧客の保護を優先させることで、一般市民の利益を確保する。また、国家収入の増

大にも期待が寄せられている。目標の達成に向けて、Bappebti は金融監督局（OJK）、インドネシア銀行（BI）、お

よび財務省などの機関を関連する省庁と緊密に連携している。 

 

【ジャボデベック LRT の公式運賃発表】  

 ジャボデベック LRT 部門の PT Kereta Api Indonesia（KAI）は、2023 年 8 月に完全な商業運行を開始する統

合鉄道運行の運賃体系を公式に発表した。運賃は最初の 1 キロメートルは IDR 5,000、その後、1 キロメートルごとに
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Rp 700 が加算される。この運賃体系は、公衆に効率的で手頃な交通手段を提供することを目指している。ジャボデベッ

ク LRT は、円滑な移動と利便性を確保するため、中央政府、地方自治体、国営企業（BUMN）、地方公営企業

（BUMD）、および民間団体と連携している。また、全駅が KRL（通勤鉄道）、MRT Jakarta（都市高速鉄道）、

TransJakarta（バス高速輸送）、Microtrans、ジャカルタバンドゥン高速列車、Trans Patriot、市内交通など、

様々な交通手段と戦略的に連携するよう設計されている。 これにより、ジャボデベック地域内での多様な移動ニーズに対

応し、包括的かつ効率的な公共交通システムを提供している。公式な運賃が発表され、他の交通手段との連携の準備

が整いつつあることから、ジャボデベック LRT の完全な商業運行のローンチによる地域の通勤体験の向上が期待されてい

る。 

 

【ジャカルタ、公務員向け二交代通勤システムのパイロットテストを計画】  

 インドネシアのジャカルタ特別州の交通局は、交通渋滞の緩和を目指し、公務員向けに二交代通勤システムの実験を提案した。

政府は私企業に対して、従業員の勤務時間を適応させるよう奨励する予定である。試験には首都市警察と国家交通局の職員が

参加し、午前 8 時と午前 10 時にシフトが開始される。この取り組みは、労働時間の分散と通勤の効率化によって、都市の交通問

題の解決策を見つけることを目指している。具体的な実施時期は未定である。 

 

【ジョクジャカルタ政府、家畜用炭疽病ワクチン 2,600 回分の準備完了】  

 炭疽病の発生に対応し、ジョクジャカルタ特別州政府が家畜用の炭疽病ワクチン2,600回分を準備した。このうち366回分が、

確認された感染地域の 77 頭の牛と 289 頭のヤギに接種された。これにより、感染疑いのあった 87 名の感染が報告され 4 月 4 日

には 1 件の確認された死亡例があった。州農務・食品安全保障部はワクチン接種を強化して発生を抑え込もうとしている。感染が

確認された 12 頭の牛とヤギはすべて廃棄され、汚染された肉が市場に入った可能性はないと当局は保証した。保健当局者は炭疽

病が人から人への感染をしないことを強調し、主な感染経路として皮膚接触、胞子の吸入、汚染された肉の摂取を挙げている。 

 

PT FAIR CONSULTING INDONESIA 

16th Floor MidPlaza 1 Jl. Jend Sudirman Kav 10-11 Jakarta 10220 Indonesia 

TEL：+62-21-570-6215  

加藤 寛（日本国公認会計士）hi.kato@faircongrp.com 

Pahala Alexandra Lumbantoruan（Alex、コンサルタント）alexandra@faircongrp.com 
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 オーストラリア  

1. 新型コロナウイルス最新情報 

オーストラリアでの日々の感染者数は直近（7 月 11 日時点）で 1,150 人（直近 1 週間の感染者数の 1 日

当たり平均値）となり、6 月以降は減少傾向となっています。内訳は、NSW 州 482 人、QLD 州 251 人、WA 州

146 人などとなっています。 

 

COVID-19 cases and 7 day rolling average, 01 Jan 2022 to 11 Jul 2023 

 
（出所：Department of Health and Aged Care） 

 

2.  2022-23 年度個人所得税申告 

2022-23 年度個人所得税の申告が開始されておりますので、申告期限及び適用税率等の概要について紹介

します。 

① 課税対象期間 

2022 年 7 月 1 日～2023 年 6 月 30 日 

② 申告期限 

2023 年 10 月 31 日 

（申告を Tax Agent に委託する場合は通常 2024 年 5 月 15 日まで延長される） 
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③ 適用税率 

・ オーストラリア居住者（2022-23 年度） 

課税所得 所得税額（累進税率） 

0 – $18,200 なし 

$18,201 – $45,000 $18,200 超過部分について 19% 

$45,001 – $120,000 $5,092 ＋ $45,000 超過部分について 32.5% 

$120,001 – $180,000 $29,467 + $120,000 超過部分について 37% 

$180,001 – $51,667 + $180,000 超過部分について 45% 

（計算例）年間の課税所得が$160,000 の場合 

所得税額 $44,267 = $29,467 + ($160,000 - $120,000) × 37% 

 

・ オーストラリア非居住者（2022-23 年度） 

課税所得 所得税額（累進税率） 

0 – $120,000 32.5% 

$120,001 – $180,000 $39,000 ＋ $120,000 超過部分について 37% 

$180,001 – $61,200 + $180,000 超過部分について 45% 

※オーストラリア居住者及びオーストラリア非居住者ともに 2021-22 年度から変更なし 

 

Fair Consulting Australia Pty Ltd. 

Level 31, 120 Collins Street, Melbourne VIC 3000 Australia 

Tel：+61 3 9225 5013 

讃岐 修治（豪州公認会計士）sh.sanuki@faircongrp.com 

鳥居 裕司（日本国公認会計士/米国公認会計士/豪州・ニュージーランド国勅許会計士） 

hi.torii@faircongrp.com 

YouTube で動画公開しています。 

https://youtu.be/7ORNm--fGSc 
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 シンガポール 

シンガポールにおける賃金引き上げ（PWM）について 

シンガポール人材省 (Ministry of Manpower、以下 MOM) は、2023 年 6 月 30 日に廃棄物管理のセク

ターに関する賃上げ及び年間賞与の義務付けを公表しました。その中では、Waste Collection Sub-Sector（廃

棄物収集）と Materials Recovery（材料回収）の各セクターに関して、役職ごとに今後 6 年間での賃金上昇モ

デル等が示されており、PWM 要件を遵守しない廃棄物管理会社には、シンガポール環境省（NEA：National 

Environment Agency）と MOM が調査を実施し、必要な執行措置を講じることとされています。 

 

PWM は、労働組合、雇用主、政府からなる三者委員会によって、低賃金労働者の賃金引き上げを目的として開

発されたものであり、現在は下記のセクターを対象とされています。 

 

セクター PWM 適用開始（延長） 

Cleaning sector 2014 年 9 月 1 日 

Security sector 2016 年 9 月 1 日 

Landscape sector 2016 年 6 月 30 日 

Lift and escalator sector 2019 年 5 月 1 日 

Retail sector 2022 年 9 月 1 日 

Food services sector 2023 年 3 月 1 日 

Occupational PWs for administrators and drivers 2023 年 3 月 1 日 

Waste management sector *今回新たに追加 2023 年 7 月 1 日 

 

今年に入って、Food services sector、Occupational PWs for administrators and drivers、Waste 

management sector が追加され、各セクターにおける給与引き上げの動きが顕著となっており、これまでよりも計画

性をもった人材戦略の検討が重要と考えられます。 

 

Fair Consulting Singapore Pte. Ltd. 

8 Temasek Boulevard #35-02A Suntec Tower Three, Singapore                  

TEL：+ 65 6338 3180 

道中 泰雄（日本国公認会計士/公認内部監査人）ya.michinaka@faircongrp.com 

伊藤 潤哉（日本国公認会計士）ju.ito@faircongrp.com 

mailto:ya.michinaka@faircongrp.com
mailto:ju.ito@faircongrp.com
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                  YouTube で動画公開しています。 

                  https://youtu.be/T3Jp3zIdM80 

  

 

 タイ  

 今月は休載とさせて頂きます。 

 

Fair Consulting (Thailand) Co., Ltd. 

18th Floor, 29 Bangkok Business Center, Soi Sukhumvit 63 (Ekkamai), Sukhumvit Road, 

Klongton Nuae, Wattana, Bangkok, 10110 Thailand 

Tel：+ 66 2 726 9772 

子田 俊之 (日本国公認会計士) to.kota@faircongrp.com 

山本 有里子（コンサルタント）yu.yamamoto@faircongrp.com 

 

 ニュージーランド 

1. 2023 年 7 月 1 日より、プラスチック製品の使用・販売に対する規制が厳格化 

2023 年 7 月 1 日以降、使い捨てのプラスチック製品の販売・使用が、一部特別な場合を除き禁止されます。対

象となる製品の例は以下ご参照ください。 

・プラスチックバック 

・プラスチック製のお皿、フォーク、スプーン、ナイフ等 

・ストロー（※病院等では一部提供可能） 

・プラスチックのラベル 

2018 年以降、ニュージーランドでは環境問題に配慮して、さまざまなプラスチック製品やポリエステル製品を禁止

する法律を段階的に施行しております。また、Waste Minimisation Act 2008 の一環として、最終的に 2025

年中頃までには、全てのポリスチレン・プラスチック製の食品容器を禁止する方針が発表されております。 

 また、これらのプラスチック製品を 7 月 1 日以降も提供している事業主に対しては、最大で 100,000NZD（約

840 万円 1NZD=84 円の場合）の罰金が科せられますので、ご留意ください。 

 

https://youtu.be/T3Jp3zIdM80
mailto:to.kota@faircongrp.com
mailto:yu.yamamoto@faircongrp.com
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2．ニュージーランド国税局による、GST 申告に対する審査強化の発表 

ニュージーランド国税局（IRD）が、各事業主の GST 申告内容の確認作業を強化していくことの発表がありまし

た。また、コロナ収束により事業が元通りに戻りつつあることから、GST 申告書の提出期限を厳守するよう呼び掛けてい

ます。 

GST 申告の期限は、基本的に対象期間の翌月 28 日で、支払も同日が期限となりますが、IRD へ申請をすれば

納税額を分割して納付することも可能です。 

 

Fair Consulting New Zealand Limited 

Level 33, 23-29 Albert Street, Auckland, New Zealand 1010 

Tel：+64 9 985 5614 

花本 聡子（準オーストラリア国・ニュージーランド国勅許会計士）sa.hanamoto@faircongrp.com 

 

 フィリピン 

1. マニラ首都圏の最低賃金改定 

マニラ首都圏(NCR: National Capital Region)の地域賃金生産性委員会は、6 月 26 日、民間部門の最低

賃金労働者に対して 40 ペソの賃金引上げを認めた。その後、フィリピン労働雇用省(DOLE: Department of 

Labor and Employment)は、賃金命令 NCR-24 号を発表した。長期化している物価高に対応する狙いがだが、

企業にとっては負担になることが懸念される。 

 

業種/部門 従来の最低賃金 引き上げ額 引き上げ後最低賃金 

非農業部門 Php570.00 Php40.00 Php610.00 

農業部門  

Php533.00 Php40.00 Php573.00 

小売・サービス部門 

(従業員数が 15 名以下) 

製造部門 

(従業員数が 10 名以下) 

 

2. SEC へのコンプライアンス再提出要請 

2020 年 8 月にフィリピン証券取引委員会(SEC: Securities and Exchange Commission)により公表され

た、代表連絡先となる有効な電子メールアドレスおよび有効な携帯電話番号の SEC への届け出(Memorandum 

Circular No. 28 Series of 2020)について、2023 年 6 月 5 日に新たに通達が公表された。過去にメールで当該

mailto:sa.hanamoto@faircongrp.com
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情報を SEC へ届け出た場合は、SEC が提供する電子サイト(MC No. 28 ポータル)より再度届け出を行う必要があ

るとした。 

MC No. 28 ポータル：https://apps010.sec.gov.ph/  

 

3. eBIR フォームに基づく税務申告書に対する受領印について 

2023 年 5 月 24 日に内国歳入庁(Bureau of Internal Revenue:BIR)は歳入覚書回状(Revenue 

Memorandum Circular:RMC) No.61-2023 において、eBIR フォームを通じて申告された所得税申告書に対す

る受領印の取り扱いについて公表した。例えば駐在員事務所や赤字を計上している法人で、税金計算の結果納税額

が発生しない場合は eBIR フォームを通じて電子的に申告書を提出するのみで足り、申告書に対して BIR の受領印

(スタンプ)を受領する必要がなくなった。納税者側の都合等で受領印が必要な場合、依頼書等の提出がないと BIR

は受領印を受領できないため注意する必要がある。 

 

4. VAT の還付申請手続きの簡素化 

2023 年 6 月 23 日に BIR は RMC71-2023 を発行した。当該 RMC は新しい VAT の還付手続きに関する内

容となっており、手続きに要求される申請書類の数が減少した。これまで 30 点あった申請書類が最大で 9 点までに減

少する。具体的にはフィリピンにおける法人登記簿に相当する GIS(General Information Sheet)の提出や、仮払

VAT の計上根拠証憑となる請求書等につき電子データでの提出が不要となり、当該請求書等は紙ベースの原本だけ

での提出で申請が受け付けられる。従来問題となっていた VAT の還付が実務上なかなか認められないという問題に対

し、BIR が新たに対応案を公表した形となる。新ルールにおける申請書類の詳細は、同 RMC の付表(Annex)に具体

的な記載がされているため、そちらを参照されたい。 

ただし、従来の VAT 還付問題の原因の１つとして BIR における財源不足が指摘されており、同 RMC は申請手続

きに関する内容のみであるため、今後の BIR の動向には引き続き注目する必要がある。 

 

5. 5、6 月中に発表されている会計・税務等に関する主な内容 

 

発行日 発行元 通達番号 内容 

5 月 29 日 BIR RMC62-2023 

eFPS(Electronic Filing and Payment 

System)において、従来利用ができず問題と

なっていた 1604-C、1604-E、1604-F、

0620 が利用可能となった。 

 

https://apps010.sec.gov.ph/
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FAIR CONSULTING GROUP PHILIPPINES, INC. 

Unit 2103, 21F, Philippine Axa Life Centre, 1286 Sen.Gil Puyat Ave. corner Tindalo St., Makati 

City, Metro Manila, Philippines 1200  

TEL：+63-2-8832-5408 

杉山 陽祐（米国公認会計士・米国税理士）yo.sugiyama@faircongrp.com 

大久保 匠悟（日本公認会計士）sho.okubo@faircongrp.com 

渡邊 悠 ha.watanabe@faircongrp.com  

 

 ベトナム  

1. ビザ免除期間拡大、電子ビザ有効期間の延長 

ベトナム国会は 2023 年 6 月 24 日に、ベトナム国民出入国法及びベトナムにおける外国人の出入国・経由・居

住法の一部を改正・補足する法律を可決しました。 

 具体的な変更内容は、下記 2 点となり、2023 年 8 月 15 日から有効となります。 

 

 変更前 変更後 

（1）ビザ免除期間 15 日間 45 日間 

（2）電子ビザ有効期間 1 回のみ入国が可能であり、入国後

30 日間滞在可能 

出入国の回数制限がなくなり、90 日間

滞在可能 

※（1）ビザ免除における条件「ベトナム入国時点で旅券の有効期間が 6 ヶ月以上あること」に変更はありません。 

※旅行者ビザ（DL）だけでなく、商用ビザ（DN ビザ）についても電子ビザ適用可能となります。 

※上記については日本国籍者のみ確認済みです。他国籍者については調査しておりません。 

 

2. 最低賃金改定に伴う、強制保険料の上限の引き上げ 

ベトナム政府は 2023 年 5 月 14 日、公務員の基礎賃金を規定する政令第 24 号/2023/ND-CP を公布しまし

た。新政令は政令第 38 号/2019/ND-CP に置き換わるもので、2023 年 7 月 1 日に施行されます。 

 新政令の施行により、2019 年 7 月から据え置かれている公務員の基礎賃金は、現行の月額 1,490,000VND か

ら+20.8％増の 1,800,000VND に引き上げられます。公務員の基礎賃金改定により、社会保険料、健康保険料、

労働組合費も 2023 年 7 月より変更となります。 

 

【社会保険料、健康保険料、労働組合費の算出方法】 

雇用契約書に記載してある給与及び諸手当を合算した計算基礎に下記の料率を乗じることになります。 

※計算基礎の上限は、「公務員の基礎賃金」の 20 倍 

mailto:yo.sugiyama@faircongrp.com
mailto:sho.okubo@faircongrp.com
mailto:ha.watanabe@faircongrp.com
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給与額もしくは公務員の基礎賃金 20 倍のいずれか小さい数値が計算基礎となります。 

（公務員最低賃金（2023 年 7 月）は、1,800,000VND/月のため、その 20 倍となる 36,000,000VND が

計算基礎上限） 

 

① 強制保険料率 

ベトナム人 

 

会社負担：合計 21.5%（社会 17.5%、健康 3.0%、雇用 1.0%） 

社員負担：合計 10.5%（社会 8.0%、健康 1.5%、雇用 1.0%） 

外国人 

 

会社負担：合計 20.5%（社会 17.5%、健康 3.0%、雇用 なし） 

社員負担：合計 9.5%（社会 8.0%、健康 1.5%、雇用 なし） 

 

② 労働組合費の料率 

労働組合ありの場合 会社負担：2.0%  社員負担：1.0% 

労働組合なしの場合 会社負担：2.0% 社員負担：なし 

 

【具体的な保険料（最大値）】 

最大（計算基礎上限値）で下記の変更となります。 ※月額一人当たり 

 

項目 負担者 改定前（上限） 改定後（上限） 

社会保険料 会社負担 5,215,000VND 6,300,000VND 

社員負担 2,384,000VND 2,880,000VND 

健康保険料 会社負担 894,000VND 1,080,000VND 

社員負担 447,000VND 540,000VND 

労働組合費 

（組合ありの場合） 

会社負担 596,000VND 720,000VND 

社員負担 298,000VND 360,000VND 

労働組合費 

（組合なしの場合） 

会社負担 596,000VND 720,000VND 

社員負担 なし なし 

※雇用保険料の計算基礎の上限は、「一般労働者向け最低賃金の 20 倍」となります。今回の改定対象は、公務

員の基礎賃金となり、一般労働者向け最低賃金に変更はないため、雇用保険料の計算に影響はありません。 
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項目 負担者 最大値（2023 年 7 月現在） 

雇用保険料（ベトナム人） 

※第 1 地域の最低賃金

（4,680,000VND）を前提 

会社負担 936,000VND 

社員負担 936,000VND 

※外国人は納付義務無し 

 

Fair Consulting Vietnam Joint Stock Company 

■Hanoi Office  

3F, Leadvisors Place,41A Ly Thai To St, Hoan Kiem Dist., Hanoi 

TEL：+ 84 24 3974 4839 

石井 大輔 （日本国公認会計士）da.ishii@faircongrp.com 

奥迫 一樹（コンサルタント）ka.okusako@faircongrp.com 

 

■Ho Chi Minh Office  

Unit 7, 8th Floor, Riverbank Place, 3C Ton Duc Thang St, Ben Nghe Ward, District 1, Ho Chi 

Minh City, Vietnam 

TEL：+ 84 28 3910 1480 

藤原 裕美（豪州公認会計士）hi.fujiwara@faircongrp.com 

 

 マレーシア  

2023 年 2 月 24 日にマレーシア財務省により発出された 2023 年度税制改正案により提案されていた制度のう

ち、下記の 2 制度について進捗があったため、共有させていただきます。 

1. Special Voluntary Disclosure Programme2.0(SVDP2.0)の施行 

2. E-Invoicing（電子インボイス制度）の導入スケジュールの発表 

 

1. SVDP2.0 の施行について 

2022 年において、フェーズ 1（1 月から 6 月）及びフェーズ 2（7 月から 9 月）に分けて 9 か月間導入された自

主開示プログラム（SVDP）は、間接税等の過去の申告誤り等に起因するペナルティを一部または全部を免除するこ

とで、納税者の自主的な開示を促す制度でした。これにより、2022 年は 14,045 件に対して申請が承認され、合計

6.9 億 RM の追加税収が確保されました。 

当該施策の第二弾として、SVDP2.0 が 2023 年 6 月 6 日から既に導入され、2024 年 5 月 31 日まで運用さ

mailto:da.ishii@faircongrp.com
mailto:ka.okusako@faircongrp.com
mailto:hi.fujiwara@faircongrp.com


 

     フェアコンサルティング グループ 

FCG ニュースレター 

東南アジア・インド・オセアニア  
 

                                            

www.faircongrp.com © 2023 Fair Consulting Group All rights reserved. 
JAPAN - Tokyo, Osaka, Nagoya, Fukuoka / CHINA - Shanghai, Suzhou, Shenzhen, Beijing, Guangzhou, Chengdu / HONG KONG - Hong Kong / VIETNAM - Hanoi, Ho Chi Minh / SINGAPORE - 

Singapore / INDIA - Gurgaon, Chennai, Bangalore / TAIWAN - Taipei / INDONESIA - Jakarta / THAILAND - Bangkok / MALAYSIA - Kuala Lumpur / PHILIPPINES - Manila / MEXICO - Leon / 

AUSTRALIA - Melbourne / GERMANY – Munich, Düsseldorf / USA - New York, Los Angeles, Dallas / ISRAEL - Tel Aviv / NEW ZEALAND - Auckland / NETHERLANDS - Amsterdam 

れる予定です。LHDN（マレーシア税務局）からの発表と RMCD（マレーシア税関）からの発表に分けて記載いたし

ます。 

 

I. LHDN により発表されたポイントは以下の通りです。 

① 法人所得税（移転価格対応を含む）、個人所得税、Real Property Gain Tax（RPGT=不動産譲

渡益税）、印紙税が対象 

② 過去の納税誤り（過少申告・無申告）に対するペナルティが 100%免除される 

③ 電子インボイス制度導入前に自身の税務ポジションを適切な形で更新することが推奨されている 

④ SVDP2.0 の承認可否は、申請書類がすべて提出されてから 14 日以内に判断される（移転価格文書案

件については 30 日以内に判断される） 

⑤ 対象年度の税務監査が実行されている場合等には SVDP2.0 は適用されない 

⑥ SVDP2.0 が適用され、SVDP2.0 に基づく納税が適切にされた年度については、今後税務監査は実施さ

れない 

 

II. RMCD により発表されたポイントは以下の通りです。 

① 2023 年 2 月 28 日までに発生した、RMCD が管轄する全ての税目（SST、関税等）が対象 

② SVDP2.0 を利用する場合は、対象税目事業者として登録する必要がある 

③ 過去（2023 年 2 月 28 日までの分に限る）の納税誤り（過少申告・無申告）に対するペナルティが

100%免除される 

④ 対象年度の税務監査が実行されている場合等には SVDP2.0 は適用されない 

⑤ SVDP2.0 が適用され、SVDP2.0 に基づく納税が適切にされた年度については、今後税務監査は実施さ

れない。ただし、SVDP2.0 の利用が無い場合は、2023 年 2 月 28 日以前の期間については 2024 年 6

月以降、2023 年 2 月 28 日よりも後の期間については 2025 年 1 月以降に監査が実施される可能性

がある。 

 

前回の弊社ニュースレターで連絡差し上げた移転価格税制の制度変更や、上記ポイント I③の電子インボイス制度

導入も迫っています。もし対象税目についてこれまでの申告内容に誤りがあると想定される場合には、SVDP2.0 を利

用してペナルティをゼロにすることや、上記ポイント I⑥及び II⑤に記載した税務監査の回避も可能ですので、必要に応

じて SVDP2.0 のご利用をご検討ください。 

 

2. 電子インボイス制度の導入スケジュールについて 

電子インボイス制度については、依然として制度内容に不明な点は多いですが、今後の導入スケジュールが発表され
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タイミング 対象会社 

2024 年 1 月 パイロット対象企業選定 

2024 年 6 月 年間売上 100 百万リンギット以上の会社 

2025 年 1 月 年間売上 50 百万リンギット以上の会社 

2026 年 1 月 年間売上 25 百万リンギット以上の会社 

2027 年 1 月 全ての会社 

 

Fair Consulting Malaysia Sdn. Bhd. 

Suite 2B-2-1, Level 2, Tower 2B, Plaza Sentral, Jalan Stesen Sentral 5, 

50470 Kuala Lumpur, Malaysia   

TEL：+ 60 3 2742 7790 

松本 健太朗（日本国公認会計士）ke.matsumoto@faircongrp.com  

池田 莉菜 (日本国公認会計士) ri.ikeda@faircongrp.com  

 

【本ニュースレターおよび、弊社サービス全般に関するお問い合わせ先】 

株式会社フェアコンサルティング https://www.faircongrp.com/  

〒104-0045 東京都中央区築地一丁目 12-22 コンワビル 7 階 

TEL：+81-3-3541-6863 

Global RM 部 grm@faircongrp.com 

 

YouTube チャンネルでも、情報発信しています。チャンネル登録もお願いいたします。

https://www.youtube.com/c/FairConsultingGroup    
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